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一般社団法人全国工務店協会・ＪＢＮ 設立趣旨

一般社団法人全国工務店協会一般社団法人全国工務店協会一般社団法人全国工務店協会一般社団法人全国工務店協会・・・・ＪＢＮＪＢＮＪＢＮＪＢＮについてについてについてについて

■一般社団法人全国工務店協会・ＪＢＮ（Japan Builders Network）は、全国最大の工

務店組織で2014年12月現在約2,700社以上の会員工務店から組織。

■JBNの会員工務店を支援する目的で設立された法人が、一般社団法人全国工務

店協会・JBNで、関係省庁や研究機関等と密接に連携をとりながら運営。

■会長以下理事等は全て工務店会員が担当しており、工務店が運営する工務店の

ための組織。

概要

法人名：一般社団法人全国工務店協会・JBN

所在地：東京都中央区八丁堀3-4-10 京橋北見ビル東館6階 ＴＥＬ：03-5540-6678/FAX：03-5540-6679

会長：青木宏之（㈱青木工務店 取締役会長）

会員種別：正会員（工務店）、準会員（設計事務所、宅建事業者）協力会員（関連事業者）

※JBN会員に入会するには、JBN連携団体の会員であることが原則条件

※2008年長期優良住宅建設支援の為設立
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社 会 情 勢 の 変 化

人 口

一般世帯一般世帯一般世帯一般世帯

住宅建設 5ヵ年計画（5×8回＝40年）2006終了 住生活基本法スタート

2011201120112011改正改正改正改正

MaxMaxMaxMax

資料：国土交通省および総務省統計局より

S.元 S10 S20 S30 S40

４５４５４５４５年前年前年前年前

ｽﾄｯｸｽﾄｯｸｽﾄｯｸｽﾄｯｸ 5800 5800 5800 5800 万戸万戸万戸万戸

2014201420142014年年年年にはにはにはには

（（（（850850850850万戸余万戸余万戸余万戸余るるるる））））

MAXMAXMAXMAX

人口人口人口人口・・・・世帯数世帯数世帯数世帯数・・・・着工戸数着工戸数着工戸数着工戸数のののの推移及推移及推移及推移及びびびび将来推計将来推計将来推計将来推計人口人口人口人口・・・・世帯数世帯数世帯数世帯数・・・・着工戸数着工戸数着工戸数着工戸数のののの推移及推移及推移及推移及びびびび将来推計将来推計将来推計将来推計

人口人口人口人口・・・・世帯数世帯数世帯数世帯数

（（（（千千千千））））

着工戸数着工戸数着工戸数着工戸数

（（（（千戸千戸千戸千戸））））

オ
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ル
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ブ
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・住宅ストックの量の充足 ８５８５８５８５００００万戸余万戸余万戸余万戸余っているっているっているっている

・本格的な少子高齢化と人口・世帯減少 等

国民の豊かな住生活の実現を図るため､住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策につい

て、その基本理念､国等の責務､住生活基本計画の策定その他の基本となる事項について定める。

◇５年ごとの公営・公庫・公団住宅の建設戸数目標を位置づけ

◇安全・安心で良質な住宅ストック・居住環境の形成

◇住宅の取引の適正化、流通の円滑化のための住宅市場の環境整備

◇住宅困窮者に対する住宅セーフティネットの構築

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策

新たな住宅政策への転換

『

量

』

か

ら

『

質

』

へ

社会経済情勢の著しい変化

住宅建設五箇年計画（Ｓ４１年度より８次にわたり策定：８次計画はＨ１７年度で終了）

住生活基本法とは＜２００６年制定＞→２０１１年改正案

住生活基本法・住生活基本計画 着工の大幅減／所得環境の変化／環境対策

既存住宅の流通,ﾘﾌｫｰﾑ,CO２削減,耐震化,ﾘﾌｫｰﾑ保険,性能表示,長期優良住宅,街並み景観,住み替え,

住宅ｽﾄｯｸのﾐｽﾏｯﾁ解消,地域産木材の活用,低炭素化,省ｴﾈ基準達成率,ﾏﾝｼｮﾝ対策,中小工務店対策

さらに3.11で大巾変更 原子力×

1966196619661966
2006200620062006

2013201320132013年年年年 800800800800万戸万戸万戸万戸
・・・・賃貸賃貸賃貸賃貸 413413413413万戸万戸万戸万戸

・・・・個人個人個人個人 268268268268万戸万戸万戸万戸

・・・・一戸木造一戸木造一戸木造一戸木造 173173173173万戸万戸万戸万戸

681681681681万戸万戸万戸万戸

⇒⇒⇒⇒<<<<政策変更政策変更政策変更政策変更>>>>
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長期優良住宅の普及の促進に関する法律

（2009年6月4日 施行）

措置

【中略】

第 ４ 条

（（（（福田元総理福田元総理福田元総理福田元総理200200200200年住宅年住宅年住宅年住宅がががが原案原案原案原案））））住宅土地調査会住宅土地調査会住宅土地調査会住宅土地調査会

新築

既存

（ＪＢＮ）補助金・金利・税制優遇

（ＪＢＮ）いえかるて・住いの管理手帳

（ＪＢＮ）長期優良型式・耐震・省エネ・バリアフリー講習・大工・監督

（ＪＢＮ）手刻み型式

国益 ＪＢＮは100％ 十分育った

外国に気を使った表現

国産材ポイント
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（（（（JBNJBNJBNJBNのののの50505050％％％％以上以上以上以上はははは宅建業登録宅建業登録宅建業登録宅建業登録））））

自主 （正善）

第三者（正悪）

30年
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長期優良住宅長期優良住宅長期優良住宅長期優良住宅のののの認定基準認定基準認定基準認定基準（（（（概要概要概要概要））））長期優良住宅長期優良住宅長期優良住宅長期優良住宅のののの認定基準認定基準認定基準認定基準（（（（概要概要概要概要））））

性能項目等性能項目等性能項目等性能項目等 概要概要概要概要

劣化対策 ○数世代にわたり住宅の構造躯体が使用できること。

・通常想定される維持管理条件下で、構造躯体の使用継続期限が少な

くとも100年程度となる措置。

耐震対策 ○極めて稀に発生する地震に対し、継続利用のための改修の容易化

を図るため、損傷のレベルの低減を図ること。

・大規模地震力に対する変形を一定以下に抑制する措置を講じる。

維持管理・

更新の容易性

○構造躯体に比べて耐用年数が短い内装・設備について、維持管理

（清掃・点検・補修・更新）を容易に行うために必要な措置が講じられて

いること。

・構造躯体等に影響を与えることなく、配管の維持管理を行うことができ

ること。

省エネルギー性 ○必要な断熱性能等の省エネルギー性能が確保されていること。

・省エネ法に規定する平成11年省エネルギー基準に適合すること。
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スタートと異なった方向へ

新新新新

経産省

環境コンシェルジュ

日本日本日本日本はもともとはもともとはもともとはもともとエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費消費消費消費のののの少少少少ないないないない

↓↓↓↓

がまんがまんがまんがまん

省Ｃｏ2→省エネ

原子力
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現行現行現行現行のののの省省省省エネエネエネエネ基準基準基準基準現行現行現行現行のののの省省省省エネエネエネエネ基準基準基準基準 見直見直見直見直しししし後後後後のののの省省省省エネエネエネエネ基準基準基準基準見直見直見直見直しししし後後後後のののの省省省省エネエネエネエネ基準基準基準基準

暖冷房暖冷房暖冷房暖冷房

設備設備設備設備

換気換気換気換気

設備設備設備設備

照明照明照明照明

設備設備設備設備

給湯給湯給湯給湯

設備設備設備設備

太陽光太陽光太陽光太陽光

発電設備等発電設備等発電設備等発電設備等

太陽光太陽光太陽光太陽光

発電設備等発電設備等発電設備等発電設備等

●現在の住宅の省エネ性能の評価は住

宅の外皮の断熱性能のみを評価。

●一次エネルギー消費量を指標として、断熱性能断熱性能断熱性能断熱性能にににに

加加加加ええええ、、、、設備性能設備性能設備性能設備性能やややや再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー利用量利用量利用量利用量をををを

総合的総合的総合的総合的にににに評価評価評価評価する方法に見直しを実施し、平成25

年4月から建築物、10月月月月からからからから住宅住宅住宅住宅のののの基準基準基準基準がががが改正改正改正改正さ

れる。

外皮外皮外皮外皮のみのみのみのみ評価評価評価評価

【課題】

・消費者にとってメリットが分かりにくい。

・住宅の全エネルギー消費量の約３０％を占

める給湯や照明などの設備による省エネ努

力が評価されていない。

・太陽光発電や太陽熱利用によるエネルギー

創出の努力が評価されていない。

＜＜＜＜一次一次一次一次エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費量消費量消費量消費量のののの計算方法計算方法計算方法計算方法＞＞＞＞

太陽光太陽光太陽光太陽光

発電設備等発電設備等発電設備等発電設備等

太陽光太陽光太陽光太陽光

発電設備等発電設備等発電設備等発電設備等

暖冷房暖冷房暖冷房暖冷房

設備設備設備設備

暖冷房暖冷房暖冷房暖冷房

設備設備設備設備

照明照明照明照明

設備設備設備設備

照明照明照明照明

設備設備設備設備

換気換気換気換気

設備設備設備設備

換気換気換気換気

設備設備設備設備

給湯給湯給湯給湯

設備設備設備設備

給湯給湯給湯給湯

設備設備設備設備

設備性能等設備性能等設備性能等設備性能等はははは評価評価評価評価しないしないしないしない。。。。

設備性能等設備性能等設備性能等設備性能等もももも

含含含含めてめてめてめて総合的総合的総合的総合的

にににに評価評価評価評価。。。。

暖冷房暖冷房暖冷房暖冷房エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費量消費量消費量消費量

《参考》 住宅・建築物の省エネ基準見直しの概要

給湯給湯給湯給湯エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費量消費量消費量消費量

照明照明照明照明エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費量消費量消費量消費量

換気換気換気換気エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費量消費量消費量消費量

太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電によるによるによるによる

再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー導入量等導入量等導入量等導入量等

＝＝ ＝＝

＋＋＋＋

＋＋＋＋

＋＋＋＋

家電等家電等家電等家電等エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費量消費量消費量消費量

＋＋＋＋

－－－－

設計一次設計一次設計一次設計一次エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費量消費量消費量消費量 ≦≦≦≦

【判断基準】

設計一次エネルギー

消費量が基準値を下

回っていること

基準値基準値基準値基準値

《新築住宅の省エネ性能の評価方法の見直し》

9
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（営業に使える）（環境省）
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林野庁策定中林野庁策定中林野庁策定中林野庁策定中林野庁策定中林野庁策定中林野庁策定中林野庁策定中
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利用期利用期利用期利用期をををを迎迎迎迎えたえたえたえた森林森林森林森林（（（（蓄積蓄積蓄積蓄積のののの推移推移推移推移））））

2倍以上倍以上倍以上倍以上にににに増加増加増加増加

岡山県岡山県岡山県岡山県（（（（平成平成平成平成22222222年年年年））））岡山県岡山県岡山県岡山県（（（（昭和昭和昭和昭和20202020年代年代年代年代））））

� 我が国は国土の７割を森林が占めており、戦後造成された約１,０００万haの人工林が本格的

な利用期を迎えている。

� その蓄積は昭和５０年代の２倍以上の約４９億㎥。成長を続ける森林は天然資源が乏しい我が

国にとって貴重な資源。また、地域活性化を実現するための重要な戦略資源。

荒廃荒廃荒廃荒廃したしたしたした国土国土国土国土からからからから、、、、豊豊豊豊かなかなかなかな森林森林森林森林へへへへ

※林野庁「森林資源現況調査」

１１１１秒秒秒秒でででで軽軽軽軽トラックトラックトラックトラック１１１１杯分杯分杯分杯分のののの蓄積蓄積蓄積蓄積がががが増増増増

加加加加

８８８８秒秒秒秒でででで家一軒分家一軒分家一軒分家一軒分のののの蓄積蓄積蓄積蓄積がががが増加増加増加増加

秒単位秒単位秒単位秒単位でででで増増増増えているえているえているえている森林資森林資森林資森林資

源源源源

※軽トラック荷台（幅1.4m×奥行き1.8m）に高さ1.2mの荷物を積んだ場合

※在来工法住宅（120㎡）の標準的な木材使用量を24㎥とした場合

０秒
１秒

０秒 ８秒

森林資源大国森林資源大国森林資源大国森林資源大国ニッポンニッポンニッポンニッポン

2-
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木造住宅の担い手の現状（請負のみ） 【平成24年度】

○ 戸建て在来木造住宅の約半分は中小の大工・工務店が供給

戸建て住宅の工法別・年間受注戸数シェア

1～4戸

21.2％

5～9戸

10.6％

10～19戸

11.2％

20～49戸

14.0％

50～299戸

17.9％

300戸以上

25.0％

5.6％ 6.7％ 9.8％ 13.7％ 19.8％ 44.4％

5.5％ 92.0％

37.4％ 16.9％ 14.7％ 15.5％ 15.1％

在来工法

２×４

プレハブ

その他

201千戸

（67％）

62千戸

（21％）

30千戸

（10％）

7千戸

（2％）

合計

300千戸

（100％）

注：年間受注戸数のシェアは、平成24年度の瑕疵担保履行法に基づく届出、住宅瑕疵担保責任保険の加入実績及び各社の公表資料等による（一部推計を含む）。

57.0

％

57.0

％

2-
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○ 日本の国の豊富な森資源（（（（日本日本日本日本のののの木木木木））））のもと、

自然発生した ” オープン工法 “

【日本の家】 一人前の大工ならだれでも作り・改修できる

→ 見えない所をある程度予測できる

○ 熟練した大工により手道具で作れる（（（（日本日本日本日本のののの技技技技））））

現状9割程度が工場でのプレカット

○ 建築資材は地域にある木・石・土・紙などの自然素材で作れる

燃やすことで元に戻る → 環境に優しい （最終的に燃料→→→→CO２に）

○ 大地震の度に工夫され、改良されてきた

（１００年以上もっている家は地盤が良く、メンテナンスも良い）

○ 技能者は（大工・左官・建具・林業・屋根等）も素材により訓練

され育ってきた → 若い人が育っていない

木造在来工法の特徴

100年前の家は究極のエコハウスエコハウスエコハウスエコハウス

・・・・・・・・

しかし

冬は寒い

2-13



大工就業者の推移

手刻み

大工就業者の推移
1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

総数（15歳以上年齢） 852,745 868,450 936,703 805,789 734,087 761,822 646,767 539,868 402,120 284,000 200,000

85歳以上 50 30 45 23 32 106 174 103 130 400 530

80～84歳 185 190 197 236 417 527 361 368 1,130 1,500 1,300

75～79歳 1,280 1,275 1,446 1,900 1,927 1,820 1,848 3,499 4,670 4,000 2,700

70～74歳 6,315 5,150 9,523 6,782 4,349 6,971 11,415 17,508 12,990 10,000 12,400

65～69歳 15,140 24,025 24,083 11,699 14,667 39,113 46,518 35,595 29,730 34,000 39,000

60～64歳 41,475 40,000 26,804 25,210 56,435 90,057 63,133 58,001 65,140 53,000 26,500

55～59歳 52,670 33,200 40,566 74,797 105,587 86,197 77,329 89,068 72,310 36,000 20,000

50～54歳 37,205 40,800 93,506 125,537 89,420 89,081 101,474 90,646 44,780 25,000 21,000

45～49歳 43,040 90,870 145,060 100,119 86,221 113,268 99,196 53,497 29,690 25,000 21,000

40～44歳 93,445 138,550 111,710 96,307 111,107 108,103 58,574 35,740 29,950 34,000 26,000

35～39歳 142,425 103,665 106,870 121,428 107,119 64,338 39,574 37,003 41,540 32,000 12,000

30～34歳 105,695 101,025 135,041 117,112 62,917 45,146 41,645 48,107 36,170 19,000 8,000

25～29歳 99,560 126,465 130,770 68,768 42,416 44,444 52,300 40,855 21,590 9,000 3,500

20～24歳 119,695 117,005 78,329 41,991 34,816 53,207 41,952 24,596 10,150 4,000 4,000

15～19歳 94,565 45,595 32,754 13,880 16,657 19,444 11,274 5,282 2,150 2,000 2,000

30代前半時点の定着率 1970入職者 1,975 1,980 1,985 1,990 1,995 2,000

［30～34歳］/[20～24歳] 113% 100% 80% 108% 120% 90% 86%

在来木造着工数
978,000 戸 923,000 戸 685,970 戸 545,620 戸 621,614 戸 557,183 戸 440,146 戸 426,760 戸 330,000 戸 300,000 戸 250,000戸

大工1人当たりの戸数 1.40 1.23 0.81 0.73 0.97 0.76 0.76 0.83 0.87 1.12 1.38

プレカット本格的にスタート　大問題

大工足りない 30％減（刻みなし、枠付建具の普及）大工余り 大工足りない（+リフォーム）

2-14



■良い材料＋良い仕事での時代は終わり、設計＋ソフトサービス＋性能の時代へ

■40年前から他産業の進出、リフォームも最近他産業からの進出がある。

⇒⇒⇒⇒主役主役主役主役をををを取取取取りりりり戻戻戻戻すすすす。。。。⇒⇒⇒⇒主役主役主役主役をををを取取取取りりりり戻戻戻戻すすすす。。。。

地域工務店地域工務店地域工務店地域工務店のののの各社各社各社各社ののののビジネスビジネスビジネスビジネス地域工務店地域工務店地域工務店地域工務店のののの各社各社各社各社ののののビジネスビジネスビジネスビジネス

全全全全てててて新新新新しいしいしいしいビジネスビジネスビジネスビジネスとととと考考考考えてえてえてえて取取取取りりりり組組組組むむむむ全全全全てててて新新新新しいしいしいしいビジネスビジネスビジネスビジネスとととと考考考考えてえてえてえて取取取取りりりり組組組組むむむむ
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団団団団 体体体体 名名名名

■大工・工務店関係団体

・（社）全国中小建築工事業団体連合会

・（社）日本ツーバイフォー建築協会

・（社）日本木造住宅産業協会

・・・・（（（（一社一社一社一社）ＪＢＮ）ＪＢＮ）ＪＢＮ）ＪＢＮ・・・・（（（（一社一社一社一社）ＪＢＮ）ＪＢＮ）ＪＢＮ）ＪＢＮ

・（一社）日本ログハウス協会

・全国建設労働組合総連合

■建築士・建築士事務所関係団体

・（社）日本建築士会連合会

・（社）日本建築士事務所協会連合会

■住宅部品・建材流通・木材関係団体

・（社）全国木材組合連合会

・（公社）日本木材加工技術協会

・（公社）日本木材保存協会

・（一社）全国住宅産業地域活性化協議会

・（一社）全国LVL協会

・国産材製材協会

・全国管工機材商業連合会

・日本合板工業組合連合会

・日本集成材工業協同組合

■業界横断的調査研究・連携等支援組織

・（一社）木と住まい研究協会

■その他関連法人

・（財）建築技術教育普及センター

・（財）日本住宅・木材技術センター

・（一財）住まいづくりナビセンター

・（一財）日本建築センター

（１） 地域住宅産業創成に向けた検討

部会の会員である業界団体等により、「地域住宅産業」の創

成に向けて取り組むべきテーマの設定とテーマ別の対応策等を

まとめる。検討に当たっては、学識経験者からの意見、助言等

も得る。

【想定されるテーマ例】

・ 地域に根ざした住宅需要の拡大と地域住宅生産体制

の強化

・ 大工技能者等の激減及び高齢化への対応

・ 木造伝統構法に関する技術・技能の継承及び発展 等

（２） （１）に盛り込むテーマのうち先行して取り組む対策

① 地域型住宅のブランド化の推進

各地域で地域型住宅のブランド化等に取り組もうとするグルー

プへの助言や活動支援等を行う。

② 住宅省エネ技術の普及推進体制の整備

新築住宅の省エネ基準適合率を２０２０年までに１００％とする

ことを目指し、全国各地で大工・工務店等を対象とする省エネ技

術講習を展開する。

地域木造住宅生産体制強化部会地域木造住宅生産体制強化部会地域木造住宅生産体制強化部会地域木造住宅生産体制強化部会

木造住宅体制強化推進協議会木造住宅体制強化推進協議会木造住宅体制強化推進協議会木造住宅体制強化推進協議会（（（（地域協議会地域協議会地域協議会地域協議会））））

連携・協力 協議会設立支援

省エネ技術講習の

実施に当たっての

指導・進捗管理等

○ 地域木造住宅生産体制強化部会と連携し、各地域において、

地域の住宅関連事業者の技術力向上や、グループ化によ

る市場競争力の向上等を図る。

地域型住宅供給

グループ

木材関連

事業者

建材流通

事業者

地域

工務店等

・ グループ化促進支援

・ 課題に応じた研修

・ 各種の技術・ノウハウ支援

・ 最新の施策関連情報の提供

・ 事業者間での情報交流 等

各地域の

建築士

事務所

地域木造住宅生産体制強化部会地域木造住宅生産体制強化部会地域木造住宅生産体制強化部会地域木造住宅生産体制強化部会のののの概要概要概要概要とととと参加団体等名参加団体等名参加団体等名参加団体等名

全国木造住宅生産体制推進協議会全国木造住宅生産体制推進協議会全国木造住宅生産体制推進協議会全国木造住宅生産体制推進協議会

協力団体協力団体協力団体協力団体

（独）住宅金融

支援機構

（財）住宅

リフォーム・

紛争処理

支援センター

（一財）ベターリ

ビング

（一社）すまい

づくりまちづくり

センター連合会

（一社）日本

サステナブル

建築協会

（社）リビングア

メニティ協会

会長はJBN青木
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既存住宅既存住宅既存住宅既存住宅ののののリフォームリフォームリフォームリフォームによるによるによるによる性能向上性能向上性能向上性能向上・・・・長期優良化長期優良化長期優良化長期優良化にににに係係係係るるるる検討会検討会検討会検討会

<<<<委員名簿委員名簿委員名簿委員名簿>>>>
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A B

で中古マーケットを形成A B+

新マーケット

評価―資産価値

流通+金融

告示へ
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A B+
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個人住宅個人住宅個人住宅個人住宅のののの賃貸流通賃貸流通賃貸流通賃貸流通のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする検討会検討会検討会検討会（（（（仮称仮称仮称仮称））））委員名簿委員名簿委員名簿委員名簿

大手は独自に

マーケットを形成
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中古住宅活性化中古住宅活性化中古住宅活性化中古住宅活性化ラウンドテーブルラウンドテーブルラウンドテーブルラウンドテーブル 委員等名簿委員等名簿委員等名簿委員等名簿

（唯一の生産団体）
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土
地
代

土
地
代

土
地
代

土
地
代

（（（（80年
代

年
代
年
代

年
代
ま
で
ま
で
ま
でま
で
））））
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住宅を資産に ― 仕組みは出来た。あとは流通・金融のビジネスモデルを作る。

・インスペクション

・長期優良（新築・リフォーム） ⇒ 適合証・認定書 ― 金融が評価 ― 流通にのせる

・住宅履歴保存

・メンテナンスガイドライン（エビデンス）

借入金が減っただけ資産が増える。

↓

工務店の良い家作りが認められる。

長期優良は100年OK

メンテにより資産価値を保つ

インスペクション

長期優良住宅が25年で評価は「0」は耐えられない。
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必須
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既存住宅既存住宅既存住宅既存住宅のののの住宅性能表示制度住宅性能表示制度住宅性能表示制度住宅性能表示制度のののの充実充実充実充実についてについてについてについて
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JBNがおがおがおがお預預預預かりしますかりしますかりしますかりします

3-15

JBNJBNJBNJBN

（（（（JBNJBNJBNJBNはははは情報情報情報情報サービスサービスサービスサービス機関機関機関機関））））



■工務店の業界は今までなかった。フランチャイズ、勉強会、住宅倶楽部、建材

地域地域地域地域のののの工務店工務店工務店工務店のののの全国組織全国組織全国組織全国組織としてのとしてのとしてのとしての役割役割役割役割地域地域地域地域のののの工務店工務店工務店工務店のののの全国組織全国組織全国組織全国組織としてのとしてのとしてのとしての役割役割役割役割

訓練校・技術者―ニーズ有

→お金がない
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応急仮設住宅

・・・・1,0001,0001,0001,000戸戸戸戸のののの実績実績実績実績

・・・・地域地域地域地域のののの大工大工大工大工・・・・工務店工務店工務店工務店とととと国産材国産材国産材国産材 ++++ 性能性能性能性能
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中大規模木造

■■■■木造木造木造木造にすることににすることににすることににすることに利点利点利点利点

・・・・コストコストコストコストがががが抑抑抑抑えられるえられるえられるえられる

・・・・減価償却減価償却減価償却減価償却がががが早早早早いいいい

・・・・木木木木のののの良良良良さをさをさをさを生生生生かしたかしたかしたかした空間空間空間空間のののの実現実現実現実現

・・・・環境配慮環境配慮環境配慮環境配慮・・・・地域経済地域経済地域経済地域経済のののの活性化活性化活性化活性化

■■■■設計段階設計段階設計段階設計段階でででで気気気気をつけることをつけることをつけることをつけること

・・・・設計段階設計段階設計段階設計段階でででで木構造木構造木構造木構造ををををイメージイメージイメージイメージするするするする

・・・・防耐火防耐火防耐火防耐火のののの仕様仕様仕様仕様

・・・・素材調達素材調達素材調達素材調達

・・・・維持管理維持管理維持管理維持管理ややややメンテナンスメンテナンスメンテナンスメンテナンス

JBNトラス10.0（スパン10ｍ）を利用した木造平屋建て1,000㎡の工場

9,8509,8509,8509,850
1

,3
5
0

1
,3

5
0

1
,3

5
0

1
,3

5
0

10101010ｍｍｍｍスパンスパンスパンスパン

ダクトダクトダクトダクト利用利用利用利用
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藤井先生藤井先生藤井先生藤井先生藤井先生藤井先生藤井先生藤井先生

吉村先生吉村先生吉村先生吉村先生（（（（白白白白アリアリアリアリ））））吉村先生吉村先生吉村先生吉村先生（（（（白白白白アリアリアリアリ））））

安井先生安井先生安井先生安井先生安井先生安井先生安井先生安井先生

腰原先生腰原先生腰原先生腰原先生腰原先生腰原先生腰原先生腰原先生

有馬先生有馬先生有馬先生有馬先生有馬先生有馬先生有馬先生有馬先生
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省令準耐火構造

省令準耐火構造住宅は、通常の木造モルタル構造の住宅と比べると同じ補

償内容で保険料が大幅にお安くなります。

神奈川県内で2,000万円で新築住宅を建て、保険期間35年で一括払いとした場合：一般木造住宅727,190円⇒省令準耐火構造住宅356,190円
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外壁仕上げに木板材を用いた防火構造

直張構法、通気工法縦張り、通気工法横張り、よろい張りの４つの仕様を基本と

し、構造用面材（構造用合板、木質軽量ボード等）、断熱材（GW,RW）の組み合わ

せにより、真壁、大壁どちらにも対応できるものとし大臣認定を取得しています。

通気工法、横張り、大壁造の場合の仕様

●準防火性能の外壁

延焼のおそれのある部分の外壁は、準防火

性能を有するものとする。

法法法法22222222条地域条地域条地域条地域（2階建ての戸建住宅を建てる場合） 準防火地域準防火地域準防火地域準防火地域（2階建ての戸建住宅を建てる場合）

●防火構造

延焼のおそれのある部分の外壁・軒裏を防火

構造とし、外壁開口部は防火設備する。

告示対仕様で対応する場合屋外側は、土塗り壁、鉄網モルタル、亜鉛鉄板張り等とする必要がある。
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国産材でマンションリフォーム
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文化庁、農林水産省、林野庁、経済産業省、国土交通省、観光庁により構成

３．推進体制（和の住まい推進関係省庁連絡会議）

２．当面の活動

和の住まい推進関係省庁連絡会議が、日本の伝統的な住まい

の中にある「生活のシーン」と「住まいの要素」別の「日本の住ま

いの知恵」を整理した「和の住まいのすすめ」をとりまとめ。

１）各界有識者の声を盛り込んだ手引き書のとりまとめ

関係省庁が連携し機会を捉えて普及を推進

住生活月間フォーラム「和の文化に学ぶ」（平成２５年

１０月３０日開催）をスタートとして和の住まいに関する

リレーシンポジウムを各地で展開

※

。

２）国民向け普及活動の展開

日本の地域の気候・風土・文化に根ざした住まいづくりや住まい方を含めた日本の住文

化の良さの再発見・普及に向けた「和の住まい」を推進する。

１．趣旨

（住まいの要素）

瓦屋根、深い軒、板壁、

漆喰壁、高窓・天窓、す

だれ・よしず、格子、雨

戸、襖・引戸、欄間、障

子、続き間、縁側、玄関、

吹抜け、畳、板の間、土

間、真壁、大黒柱、床の

間、囲炉裏、土壁、濡れ

縁 、 坪 庭 、 植 栽 、 前

庭・・・

卓袱台、炬燵、七輪、布

団、座布団、蚊帳、行水、

打ち水、着物、羽織、袴、

下駄、草履、湯たんぽ、

風呂敷、団扇・・・

「和の住まい」の推進

（※平成25年度は新潟県、愛知県、山口県、熊本県で開催）

4-
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借借借借りりりり手手手手がつかないがつかないがつかないがつかない時時時時もももも最低賃料最低賃料最低賃料最低賃料をををを保証保証保証保証。。。。最長最長最長最長でででで終身終身終身終身までまでまでまで借上借上借上借上げますげますげますげます。。。。

「マイホーム借上げ制度」は移住･住みかえ支援機構（JTI）が家の耐

久性・耐震性を審査した上で転貸し、賃料をマイホームの持ち主に支

払う制度です。

国の資金（高齢者住宅財団）が後ろ盾となって空き家時も一定の賃料

を保証し、最長で終身にわたり借上げ続けるのが特徴です。

マイホーム借上げ制度とは？

一般社団法人一般社団法人 JBNJBN
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スマート＆ウェルネス→高齢者へリフォーム提案

重

要
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補正 25+26,27,28

瑕疵担保協会マニュアル

↑
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